STUDY OF THE LOCATION TENDENCY AND STATUS OF DEVELOPMENT OF PUBLIC FACILITIES IN METROPOLITAN REGIONS by 竹重 邦彦
都市圏単位にみる公共施設等の立地傾向・整備状況
に関する研究
著者 竹重 邦彦
出版者 法政大学大学院デザイン工学研究科
雑誌名 法政大学大学院紀要. デザイン工学研究科編
巻 1
発行年 2012-03
URL http://hdl.handle.net/10114/8409
法政大学大学院デザイン工学研究科紀要 Vol.1(2012年 3月) 法政大学
都市圏単位にみる公共施設等の
立地傾向・整備状況に関する研究
STUDY OF THE LOCATION TENDENCY AND STATUS OF DEVELOPMENT
OF PUBLIC FACILITIES IN METROPOLITAN REGIONS
竹重邦彦
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法政大学大学院デザイン工学研究科都市環境デザイン工学専攻修士課程
Recently, to convert the urban structure to the concentrated one is the issue which should be tackled for the
comfortable living environment and sound finance of local governments. So, the development level per population
and area of urban facilities of metropolitan regions is analyzed. As a result, the development standard and the
location tendency of urban facilities are clarified.
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１．はじめに
我が国は既に全国的な人口減少の局面に突入しており，
特に最近の経済不況も相まって地方都市は厳しい状況に
直面している．多くの地方都市では人口・産業の都市中
心部から郊外部への流出・拡散が進行する状況が始まっ
ている．都市機能が分散すると居住環境の悪化や，市街
地拡大による基盤整備費用が増大等の問題がもたらされ
る．人口減少が進むとこのような問題はさらに深刻にな
ると考えられることから，従来の「拡散型」の都市から
「集約型」の都市への転換を図る動きが見られる．
このような都市構造改革の方向性として，「新しい時
代の都市計画はいかにあるべきか．」1)では，集約型都市
構造の実現には都市機能の集積の促進や集約拠点として
の中心市街地の検討が重要であるとしている．
都市機能の集積では特に都市構造に広域的な影響を与
える広域的都市機能の立地への配慮が必要であるとし，
また，集約拠点の判断としては一定の機能集積があるこ
とや，優良な都市ストックの確保等が挙げられている．
こうした背景を踏まえ，本研究では，基盤施設や都市
施設等の整備状況を総人口，人口密度等との関係性から
定量的に分析する．その際に，通勤・通学者数を基に人々
の生活，活動，交流等の実体面から結びつきが深いとい
える圏域を都市圏として設定し，より広域的な都市圏を
対象として分析を行う．
広域的な対象地域について全国規模で比較し，基盤施
設や都市施設等の整備状況を分析することにより，各施
設の整備基準，立地傾向等の特徴を推定でき，各都市圏
の公共施設等の立地についての都市構造の問題点や課題
の把握に寄与することを本研究の目的とする．
２．研究方法
（１）対象地域
広域的な圏域において社会経済の実勢に合わせた分析
を行うため，日本全域で都市圏を設定し，対象とする．
（２）対象とするデータ
本研究では，表１の 6 分野・19 種の施設を分析対象と
し，これらの施設を公共施設等とする．また，各データ
は総務省統計局の「統計でみる市区町村のすがた 2011」
から整理し，定義もそれによる．また，公共施設等の設
置は整備主体によらず，便宜上「整備」と表現する．
表１ 対象データの概要
分野 施設名
収集
年次
教育 幼稚園／小学校／中学校／高等学校 2009
文化 公民館／図書館 2008
商業 小売店／飲食店／大型小売店／百貨店 2006
都市公園 2008
郵便局 2009
都市
基盤
市町村道（道路実延長（km）） 2009
医療 一般病院／一般診療所／歯科診療所 2008
福祉
介護老人福祉施設／身体障害者更生援
護施設／保育所
2008
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（３）研究方法
都市圏単位での公共施設の整備状況を，施設数 a，都市
圏の総人口 P（人），可住地面積 S（総面積－（林野面積
＋湖沼面積））（km2）から算出する．総人口からは１万
人あたりの整備水準を対人口水準として算出する．可住
地面積からは対面積水準として１km2 あたりの整備水準，
また，(1)式から対距離水準（X）を算出する．右辺の分母
は可住地面積と同面積を持つ円の直径であり，可住地に
おける 500m 圏内の距離に対する整備水準を算出したも
のとする．

S
aX
2
' (1)
対人口水準と対面積水準あるいは対距離水準の整備水
準の関係を，都市圏の人口規模，人口密度別に分析し，
公共施設等の分類を行い，各施設の立地傾向，整備状況
等の特徴を推定する．
３．都市圏の設定
（１）都市圏とは
国土交通省の「都市再生ビジョン」等から，人口 10 万
人以上で昼夜間人口比率が 1 以上の市町村を核都市とし
て，核都市への通勤通学者が，全通勤通学者の 5％以上ま
たは 500 人以上である市町村を含む圏域を都市圏と定義
する．また，核都市が 20 ㎞以内に併存する場合は，連結
して 1 つの都市圏とする．
都市圏は，国民の生活，活動，交流等の実体面から結
びつきが深いといえる中心都市及びその周辺の市町村を
一体とした圏域であるといえる．
（２）都市圏の設定
本研究では，平成 22 年 3 月 31 日現在の行政区域にお
いて，平成 17 年国勢調査から都市圏を設定した．設定さ
れた都市圏の概要は図１に示す通りであり，98 の都市圏
を対象に分析を行う．
図１ 都市圏の概要
（３）都市圏の分類
分析に際して，都市圏を総人口による分類（人口規模
分類），総面積あたりの人口密度による分類（人口密度
分類）により，それぞれⅠ～Ⅳ群，A～D 群に分類する．
分類の概要は表２の通りである．
表２ 都市圏の分類の概要
分類 名称 定義 都市圏数
Ⅰ群 人口総数 30 万人未満 ２０
Ⅱ群 人口総数 30～50 万人未満 １８
Ⅲ群 人口総数 50～100 万人未満 ２９
人口
規模
分類
Ⅳ群 人口総数 100 万人以上 ２３
A 群 人口密度２人/ha 未満 ２８
B 群 人口密度２～３人/ha 未満 ２２
C 群 人口密度３～５人/ha 未満 ２２
人口
密度
分類
D 群 人口密度５人/ha 以上 ２６
４．各整備水準の分布状況
（１）外れ値の検出
公共施設等の整備状況を整理するに当たって，各整備
水準で外れ値を除外して分析を行う．本研究では外れ値
を，スミルノフ・グラブス検定（有意水準 P＝0.05）によ
り検出した．
外れ値は対面積水準で 0～9，平均 4.32，対距離水準で
1～9，平均 5.42 の都市圏で検出され，ほとんどの公共施
設等で複数の外れ値を検出した．一方，対人口水準では 0
～2，平均 0.684 の都市圏で検出され，少数の検出となっ
た．
対面積水準，対距離水準では，核都市が政令指定都市
の都市圏において外れ値が検出されることが多い．また，
対人口水準は外れ値が少なく，核都市が政令指定都市の
都市圏では検出されず，核都市が中核市やそれ以外の人
口規模の小さい都市圏で検出されている．
（２）各整備水準の散布図の作成
縦軸に対人口水準，横軸に対面積水準あるいは対距離
水準をとり，各施設の整備水準の分布状況を散布図とし
て示す．その際，都市圏の人口規模分類・人口密度分類
によって色分けを行い，各施設 1 つにつき，4 パターンの
散布図を作成・比較することで，人口規模・人口密度に
よる公共施設等の整備状況の違いを把握する．
人口密度分類では対面積－人口水準から，人口規模分
類では対距離－人口水準から傾向が見え，例として，小
学校における整備水準の分布状況を図２，３に示す．
整備水準の散布図から，ほとんどの公共施設等で対人
口水準が同水準の場合，人口規模あるいは人口密度が大
きい都市圏ほど対距離・面積水準が高くなる傾向が示さ
れ，密に整備されることがわかった．また，対面積水準・
対距離水準が同水準の場合，人口規模・人口密度が小さ
い都市圏ほど対人口水準が高くなる傾向が示された．
都市圏数 98
核都市数 119
都市圏内
市区町村数
1151
(全国比66.6％)
118,720千人
（全国比92.9％）
215,88千ha
（全国比57.9％）
都市圏面積
（2009年）
都市圏人口
（2005年）
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図２ 小学校の対面積－人口水準（人口密度分類）
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図３ 小学校の対距離－人口水準（人口規模分類）
５．公共施設等の分類
４．で作成した散布図から，公共施設等の分類（施設
分類）を行う．
（１）変動係数ランクによる分類
施設間で比較・分類を行うため，ここでは変動係数を
用いて施設分類を行う．分類手順の簡略化のため，各群・
各整備水準の変動係数の平均値の小さい公共施設等から
順に 1～19 にランク付けした，ランク値を用いて施設分
類を行う．
施設分類は①整備水準のばらつきの大小，②施設整備
が比較的，人口に対応する整備，または面積・距離に対
応よる整備が行われているかの 2 つの観点から 4 グルー
プに分類する．①の観点では，対人口水準と対面積・距
離水準のランク値が 9 以下の水準が含まれるか否かによ
り分類する．②の観点では，対面積水準・対距離水準の
ランク値から対人口水準のランク値を引いた値をランク
差として算出し，ランク差が 0 以上か否かで分類を行う．
各水準・各分類の 4 パターンのグループ分け結果から，
施設分類の結果を導出し，分類の概要と結果を表３に示
す．中学校，高等学校，一般病院については同グループ
に 2 パターンずつ分類された．
中学校，高等学校，一般病院の分類と，変動係数ランク
による分類の考察を別の指標から（２），（３）で行う．
表３ 変動係数ランクによる分類結果
（ランク差）＜0 （ランク差）≧0
含ま
れる
＜グループ１＞
小学校／市町村道
／郵便局／介護老
人福祉施設
・中学校
・高等学校
＜グループ２＞
小売店／飲食店／大
型小売店／一般診療
所／歯科診療所
・中学校
・高等学校
ラ
ン
ク
値
が
9
以
下
の
水
準
が
含ま
れな
い
＜グループ３＞
公民館／図書館
・一般病院
＜グループ４＞
幼稚園／百貨店／都
市公園／身体障害者
更生援護施設／保育
所
・一般病院
（２）変動係数の相乗平均と相関係数からの考察
人口規模分類・人口密度分類の各群別に，変動係数の
各整備水準の相乗平均と相関係数から，整備水準のばら
つきの大きさと相関関係についての考察を行う．変動係
数については対人口水準と対面積水準・対距離水準の相
乗平均を算出し，それの単純平均から 0.300 未満ばらつき
が小さいものとし，相関係数については 0.700 以上を相関
があるとした．
その結果，表３においてグループ 1，2 に分類された公
共施設等の変動係数の相乗平均はばらつきが小さい群が
ほとんどであり，整備水準の散布図上で都市圏の人口規
模・人口密度によって点状に整備水準が分布しているこ
とがわかる．また，相関がみられる群は少なかった．
グループ 3，4 に分類された公共施設等の変動係数の相
乗平均はばらつきが小さい群は少なく，高い相関がみら
れる群がグループ 1，2 と比べ多いことから，散布図上で
線状に整備水準が分布しやすいと考えられる．
以上のことから，対人口水準と対面積・距離水準のラ
ンク値が 9 以下の水準が含まれるか否かにより分類する
ことで，各分類のばらつきの大小，また，分布形状が点
状か線状であるかを分類できたものといえる．
（３）分類別の標準偏差からの考察
都市圏の人口規模・人口密度の分類別に，対人口水準
と対面積水準あるいは対距離水準の標準偏差を図示し，
各水準のばらつきについて公共施設等ごとに考察を行う．
標準偏差が大きいということは，整備水準のばらつき
が大きいということであり，都市圏の人口規模・人口密
度が小さい都市圏においては過剰な整備，大きい都市圏
においては整備主体による自由な整備が行われている可
能性が考えられる．
公的な観点等から低密度地域においても一定の面積密
度を保てるように整備が進められている施設では，人口
密度が大きくなるにつれ，対人口水準の標準偏差は減少
し，対面積・距離水準の標準偏差は増加すると考えられ
る．また，一定の人口あたりに整備が必要な施設では，
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対人口水準の標準偏差のばらつきが小さく，各分類でも
同程度となると考えられ，また，人口密度分類では人口
密度が大きくなるにつれ，対面積・距離水準の標準偏差
は増加すると考えられる．
ここで，施設整備が，人口規模に対応するか，あるい
は面積・距離に対応するかを判定するために，人口規模
分類と人口密度分類の標準偏差の水準，ばらつきに着目
し考察を行う．なお，対面積水準と対距離水準の各群の
標準偏差は同様の傾向を示したため，外れ値の少ない対
面積水準についてのみ考察を行った．
対面積水準・対人口水準の標準偏差の水準とばらつき
が，人口規模分類に比べ，人口密度分類が小さいものに
「○」を，大きいものに「×」を記し，まとめたものが表
４であり，施設分類結果である．また，各グループより，
中学校，小売店，公民館，百貨店の分類別の標準偏差の
分布を図４～７に示す．
グループ１では人口規模分類に比べ，人口密度分類の
標準偏差が各水準で小さく，都市圏の人口密度に沿って
整備が行われ，人口密度の小さい都市圏では施設の面積
密度が一定となるような，面積に対応した整備がなされ
ていると考えられる．
表４ 人口規模分類・人口密度分類の標準偏差の比較
標準偏差の比較（人口密度分類が小）
対面積水準 対人口水準
分
類
施設名
水準 ばらつき 水準 ばらつき
1 小学校 ○ ○ ○
中学校 ○ ○ ○
高等学校 ○ ○ ○
市町村道 ○
郵便局 ○
介護老人福祉施設 ○
2 小売店 ○
飲食店 ○ ○
大型小売店 ○
一般診療所 ○
歯科診療所 ○
3 公民館
図書館
一般病院 ○ ○ ○
4 幼稚園 ○
百貨店 × ○
都市公園 × ○
身体障害者
更生援護施設
保育所
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図４ 分類別標準偏差の分布（中学校，グループ１）
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図５ 分類別標準偏差の分布（小売店，グループ２）
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図６ 分類別標準偏差の分布（公民館，グループ３）
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図７ 分類別標準偏差の分布（百貨店，グループ４）
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グループ２の公共施設では人口規模分類に比べ，人口
密度分類の標準偏差が対面積水準で小さくなったが，対
人口水準では大きな変化がなかった．このことから都市
圏の人口規模・人口密度に関わらず，人口に対応した整
備がなされていると考えられる．
グループ３については，他の公共施設等の標準偏差に
は見られない分布をしており，都市圏の人口規模・人口
密度に関係なく整備されている可能性があると考えられ
る．
グループ４については特に百貨店，都市公園について
は，人口規模分類に比べ，人口密度分類の標準偏差が対
面積水準でばらつきが大きく，対人口水準でばらつきが
小さくなり，人口密度に沿って施設整備が密に行われ，
そのため人口に合わせた整備がなされているものと考え
られる．他の公共施設等をみても，人口密度分類で人口
密度が大きくなるにつれ，対面積水準の標準偏差は増加
する傾向がみられ，人口密度に沿って施設整備が密に行
われ，人口に対応した整備がさているものと考えられる．
よって，ランク差による分類によって，人口に対応し
た施設整備がなされているか分類でき，人口に対応した
整備がされていない場合，分類別に点状分布している施
設は面積に対応した整備，線上分布している施設は人口，
面積に関係のない整備がなされているといえる．
また，中学校，高等学校は小学校と，一般病院は図書
館と似た標準偏差の分布をしており，表４の施設分類と
するのが妥当であると考えられ，ランク差による分類に
より人口に対応する整備が判別しきれない場合は，人口
に対応した整備がされていないと考えられる．
６．整備に係わる法令等と整備状況の対応
（１）整備主体とその整備に係わる法令等
公共施設等の整備主体と設置基準を表５に示す．表中
の整備主体の「民間」とは株式会社，各種法人など国，
地方自治体以外の整備主体を指す．また，設置基準の項
目については具体的な（数値等による）設置基準がある
場合に「○」，適正な規模と配置にしなければならない
等の曖昧な設置基準の場合は「△」，設置基準がなく，
施設設備等の基準のみの場合は「×」，整備に係わる法
令が基本的に無い場合は「－」とする．
また，具体的な設置基準がある小学校，中学校，公民
館，都市公園の設置基準の概要を表６に示す．
（２）整備に係わる法令等と整備状況の対応
具体的な設置基準を持つ公共施設等において，その設
置基準と整備状況の対応について考察を行う．
小学校，中学校はグループ 1 に分類されており，都市
圏の人口規模・人口密度によって整備水準が同程度とな
っており，どの都市圏においても設置基準に則した整備
が行われていると考えられる．
公民館，都市公園はそれぞれグループ３，４に分類さ
れ，都市圏での整備状況に差がある．
表５ 整備主体と法令等による整備基準
整備主体分
類
施設名
国 都道府県 市町村 民間
設置
基準
１ 小学校 ○ ○ ○ ○ ○
中学校 ○ ○ ○ ○ ○
高等学校 ○ ○ ○ ○ △
市町村道 ○ ×
郵便局 ○ △
介護老人
福祉施設
○ ○ ×
２ 小売店 ○ －
飲食店 ○ －
大型小売店 ○ －
一般診療所 ○ －
歯科診療所 ○ －
３ 公民館 ○ ○
図書館 ○ ○ ○ △
一般病院 ○ ○ ○ ○ －
４ 幼稚園 ○ ○ ○ ○ △
百貨店 ○ －
都市公園 ○ ○ ○ ○
身体障害者
更生援護施設
○ ○ ○ ×
保育所 ○ ○ △
表６ 設置基準の概要(具体的な設置基準について)
小学校
中学校
整備に係わる法令等：
小学校設置基準，中学校設置基準，義務教育諸学校
等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令
設置基準としては 1 学級の生徒数(40 人以下)，学級数(12～18
学級)，通学距離(小学校は 4km，中学校は 6km 以内)があり，こ
れらの基準から，1 校あたりの最大の児童数と，通学距離の最
低限度が定められている．
公民館
整備に係わる法令等：
公民館の設置及び運営に関する基準，「公民館の設
置及び運営に関する基準」の取扱について
整備に当たり，市であれば中学校の通学区域，町村であれば小
学校の通学区域を考慮し，公民館の事業の主たる対象となる区
域を定めることとされている．
都市公園
整備に係わる法令等： 都市公園法運用指針，
都市公園法，都市公園法施行令
都市公園の種別の１つである住区基幹公園では誘致距離(公園
の区分により 250m，500m，1km)が設定され整備されてきた．
しかし平成 14 年度の法令改正により誘致距離の表示は廃止さ
れ，公園の機能と敷地面積の標準等の基準となっている．
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小学校・中学校のように数値による設置基準がないこ
とで，各都市圏によって整備方針が異なり，整備状況に
差が出ていると考えられる．整備方針の異なる主要な原
因として，公民館では都市圏の人口構成，都市公園では
都市圏の土地利用が考えられる．
７．施設分類別の整備状況についての考察
これまでの公共施設等の整備状況の分析から施設分類
別の整備状況・立地傾向と施設の性質の考察を行い，表
７に概略を示す．
（１）グループ 1
どの都市圏においても，都市圏の人口規模・人口密度
によって整備水準が同程度となり，都市圏に合わせた整
備がなされる日常利用施設（生活基盤施設）であると考
えられる．また，人口規模・人口密度が小さい都市圏に
おいても一定の面積密度が保たれるよう，面積・距離に
対応した整備が行われる公共性の高い施設である．
（２）グループ２
どの都市圏においても，都市圏の人口規模・人口密度
によって整備水準が同程度となり，都市圏に合わせた整
備がなされる日常利用施設（生活基盤施設）であると考
えられる．また，人口に対応した整備が行われており，
人口規模・人口密度の大きな都市圏で密な整備が行われ
る商業性の高い施設である．
（３）グループ３
整備の傾向は見えるが，都市圏ごとの整備水準が大き
く異なることから，広域的なサービスを行いうると考え
られ，広域的都市施設であると考えられる．また，人口
や面積・距離に対応した整備が行われているとはいえず，
都市圏の地域性・文化や行政機関の取り組み等によって
整備状況が異なる公共性のある施設である．
（４）グループ４
整備の傾向は見えるが，都市圏ごとの整備水準が大き
く異なることから，広域的なサービスを行いうると考え
られ，広域的都市施設であると考えられる．また，各施
設の機能や規模により，充分な施設整備が行われていな
いと考えられるが，都市圏の人口に対応した整備が行わ
れている傾向を示し，人口が多いほど整備が進められや
すい商業性のある施設であると考えられる．
表７ 施設分類別の整備状況・立地傾向と施設の性質
整備状況
面積に対応
した整備
人口に対応
した整備
整備水準の
格差が小さい
グループ１
小学校
中学校等
グループ２
小売店
飲食店等
日常利用施設
(生活基盤施設)
整備水準の
格差が大きい
グループ３
公民館
図書館等
グループ４
幼稚園
百貨店等
広域的
都市施設
公共性 商業性 施設性質
８．まとめ
都市圏を対象として分析を行うことで，人為的な区域
である市町村界を対象とした分析では明らかにできない
広域的都市機能を持つ公共施設等の立地傾向・整備状況
を明らかにした．また，都市圏を対象とすることで，よ
り生活の実態に即した公共施設等の立地傾向・整備状況
が明らかとなった．
本研究の結論は以下の通りである．
①都市圏の人口規模・人口密度が大きいほど，公共施設
等が可住地面積に対して密に整備される．
②都市圏の人口規模・人口密度が小さいほど，公共施設
等の整備による都市経営コストの増加が危惧される．
③都市圏における，人口・可住地面積あたりの整備状況・
立地傾向から，公共施設等を公共性の高い日常利用施
設（生活基盤施設），商業性の高い日常利用施設（生
活基盤施設），公共性のある広域的都市施設，商業性
のある広域的都市施設の４グループに分類した．
④日常利用施設（生活基盤施設）の整備水準は都市構造
改革において集約拠点となり得る地域があるかの指標
となる．
⑤広域的都市施設は都市構造改革において立地に配慮が
なされるべき施設である．
⑥本研究では施設数のみ着目しており，個々の施設の規
模等については考慮しなかった．そのため，施設の建
築面積，床面積，売り場面積等を考慮することでさら
に詳細な施設整備状況を確認することができる．
⑦本研究では「過剰な整備」，「密な整備」等の表現を
用いたが，人口規模や人口密度の異なる都市圏等と比
較して過剰や密と判断したものであり，「不必要な整
備」や「充分な整備」とは意味合いが異なる．そこで
現在の利便性等を考慮することでより利便性・経済性
の高い施設整備を進めることができると考えられる．
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